
第１９３回建築審査会次第 
（令和５年度 第１回） 

 
日時：令和５年１０月４日（水）     

午後１時３０分から     
場所：山形市役所 １０階 委員会開催室 

１ 開 会 

２ 委嘱状交付 

３ 市長あいさつ 

４ 議 事  

 会長・会長代理の互選 

５ 報 告                     

 ⑴ 建築基準法第４３条第２項第２号の規定による許可（包括同意）の事後報告 

について 

 ⑵ 建築基準法第４４条第１項第２号の規定による許可（包括同意）の事後報告 

について 

 ⑶ 建築基準法第５６の２第１項ただし書きの規定による許可（包括同意）の 

事後報告について 

⑷ 建築基準法第５５条第３項第２号に係る包括同意基準の一部改正について 

６ その他 

建築基準法第５５条第４項第２号の規定による許可について 

（日本大学山形高等学校） 

７ 閉 会 



議 事 
会長・会長代理の互選 

 

山 形 市 建 築 審 査 会 の 関 係 委 員 等 名 簿                                                            

建築審査会の委員（任期・令和５年９月１８日から令和７年９月１７日まで） 

任命区分 氏 名 推薦団体・役職名等 任命年月日 

法 律 小野寺
お の で ら

 弘
ひろ

行
ゆき

 山形県弁護士会 会員 平 25. 9.18 

経 済 岩 田
い わ た

 雅 史
ま さ し

 山形商工会議所 専務理事 平 30. 4. 1 

建 築 後
ご

 藤
とう

 吉
よし

 伸
のぶ

 山形県建設業協会山形支部 支部長 令 05. 9.18 

建 築 髙
たか

 橋
はし

 美保子
み ほ こ

 一般社団法人山形県建築士会 会員 平 27. 9.18 

都市計画 齊 藤
さ い と う

 則
のり

 行
ゆき

 元山形市まちづくり推進部長 令 01. 9.18 

公衆衛生 丹
たん

 野
の

 克
かつ

 子
こ

 山形県立保健医療大学 准教授 令 03. 9.18 

行 政 佐
さ

 藤
とう

 泰
やす

 宏
ひろ

 山形県県土整備部建築住宅課長 令 03. 4. 1 
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報 告 
（１）法第４３条第２項第２号許可（包括同意）の規定による事後報告 

について 
 

法第４３条第２項第２号許可件数 
（建築基準法第４３条第２項第２号による許可基準：平成３０年９月２５日施行） 

  審査会 
 
区分 

第１９２回審査会まで 
（平成１１年度以降） 

第１９３回審査会への 
報告件数

※1 計 

包括同意  ３０２件 ２３件 ３２５件 

個別同意   ４５件 ０件 ４５件 

 
※１ 令和５年８月３１日現在 
※２ 上記の件数には、法第４３条第１項ただし書許可による件数も含まれます。 
   （建築基準法第４３条第１項ただし書による許可基準：平成１２年３月２４日施行） 
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報 告 
（２）法第４４条第１項第２号許可（包括同意）の規定による事後報告 

について 
 

法第４４条第１項第２号許可件数 
（建築基準法第４４条第１項第２号による許可基準：平成２３年３月１日施行） 

  審査会 
 
区分 

第１９２回審査会まで 
第１９３回審査会への 

報告件数
※1 計 

包括同意 ４件 １件 ５件 

個別同意 ２２件 ０件 ２２件 

 
※１ 令和５年８月３１日現在 
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報 告 
（３）法第５６条の２第１項ただし書許可（包括同意）の規定による 

事後報告について 
 

法第５６条の２第１項ただし書許可件数 
（建築基準法第５６条の２第１項ただし書による許可基準：平成１４年４月１日施行） 

  審査会 
 
区分 

第１９２回審査会まで 
（平成１４年度以降） 

第１９３回審査会への 
報告件数

※1 計 

包括同意 ４６件 １件 ４７件 

個別同意 ３件 ０件 ３件 

 
※１ 令和５年８月３１日現在 
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報 告 
（４）建築基準法第５５条第３項第２号許可に係る包括同意基準の一部 

改正について 

 

 １．改正の内容 
 新旧対照表のとおり。 

【新旧対照表】 
改   正   後 改   正   前 

○建築基準法第５５条第４項第２号に係

る包括同意基準 
〇建築基準法第５５条第３項第２号に係

る包括同意基準 
第１ 趣旨 

建築基準法（昭和２５年法律第２０

１号。以下「法」という。）第５５条第

４項第２号の規定による建築審査会の

同意について、一定の基準を定め、事

務を簡素化することにより、同会の効

率的運営と同意の迅速化に努め、合理

的かつ適切な運用を図ることを目的と

し、必要な事項を定めるものとする。 
 
第２ 建築審査会の同意 

この包括同意基準に該当するとき

は、法第５５条第４項第２号の規定に

基づき、当該建築物を、その用途によ

ってやむを得ないと認めて特定行政庁

が許可をする場合においては、あらか

じめ同意を与えたものとする。特定行

政庁は、当該許可した建築物について、

直近の建築審査会に報告するものとす

る。 
 
第３ 包括同意の基準 

上記の包括同意基準は、次のとおり 
とする。 

 １ 法第５５条第４項第２号による許可

対象とする建築物は、学校（大学、高

等専門学校、専修学校及び各種学校を

除く。）の増築部分であること。 
 ２ 増築部分の高さは、都市計画におい

て定められた第一種低層住居専用地域

及び 第二種低層住居専用地域内にお

ける建築物の高さの限度を超えないも

のであること。 

第１ 趣旨 
建築基準法（昭和２５年法律第２０

１号。以下「法」という。）第５５条第

３項第２号の規定による建築審査会の

同意について、一定の基準を定め、事

務を簡素化することにより、同会の効

率的運営と同意の迅速化に努め、合理

的かつ適切な運用を図ることを目的と

し、必要な事項を定めるものとする。 
 

第２ 建築審査会の同意 
この包括同意基準に該当するとき

は、法第５５条第３項第２号の規定に

基づき、当該建築物を、その用途によ

ってやむを得ないと認めて特定行政庁

が許可をする場合においては、あらか

じめ同意を与えたものとする。特定行

政庁は、当該許可した建築物について、

直近の建築審査会に報告するものとす

る。 
 

第３ 包括同意の基準 
上記の包括同意基準は、次のとおりと

する。 
 １ 法第５５条第３項第２号による許可

対象とする建築物は、学校（大学、高

等専門学校、専修学校及び各種学校を

除く。）の増築部分であること。 
 ２ 増築部分の高さは、都市計画におい

て定められた第一種低層住居専用地域

及び 第二種低層住居専用地域内にお

ける建築物の高さの限度を超えないも

のであること。 
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改正理由 
「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 

法律等の一部を改正する法律」が令和４年６月１７日に交付され、その中で建築基準法

が一部改正されました。 
 屋根に高効率給湯設備を設置する等の省エネ改修工事を行う建築物について、建築 
審査会の同意を得て、市の許可を受けた場合、高さの限度を超えることができる制度が

創設されたことによる、包括同意基準の改正を行うものです。 
 なお、包括同意基準の内容に変更はありません。 
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